
独立行政法人水産大学校の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

① 平成２４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

13,275 9,875 3,351 49 (通勤手当)

千円 千円 千円 千円

11,329 8,402 2,849 78 (通勤手当)

千円 千円 千円 千円

該当者無し （　　　　）
千円 千円 千円 千円

492 492 － － （　　　　）
千円 千円 千円 千円

211 211 － － （　　　　）

注：

３　役員の退職手当の支給状況（平成２４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

－ － － － －

千円 年 月

- - - - -

千円 年 月

- - - - -

注：

　中期目標に定められた業務について、当該目標を達成するための中期計画に沿った年度
計画が順調に実施され、平成２３年度業務の実績が独立行政法人評価委員会において「Ａ
評価」を受けたところであるが、諸情勢を踏まえ、業績反映による役員報酬の増減は行わな
かった。

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）に準拠
し、以下の改定を行った。

その他（内容）
役名

Ａ監事
（非常勤）

法人の長

平成２４年４月から平成２６年３月までの間、報酬及び賞与を９．７７%減額。

平成２４年４月から平成２６年３月までの間、報酬を９．７７%減額。

法人の長

Ａ理事

就任・退任の状況

監　事

区分 摘　　要法人での在職期間

該当者なし

前職

◇3月31日

Ｂ監事
（非常勤）

該当者なし

監　事

理　事

「前職」欄において、「＊」は退職公務員を、「◇」は役員出向者（本府省課長・企画官相当職以上）を、「※」は独立行
政法人の退職者を、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者を、空欄は該当がないことを示す。

該当者なし

「前職」欄において、「＊」は退職公務員を、「◇」は役員出向者（本府省課長・企画官相当職以上）を、「※」は独立行
政法人の退職者を、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者を、空欄は該当がないことを示す。

理　事 ①俸給月額の引き下げ

平成２４年４月分給与から、俸給月額を０．５１％引き下げ。平成２３年４月から平成２４
年３月までの較差相当分は、平成２４年６月期の期末手当で調整。

②給与減額支給措置



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

① 人件費管理の基本方針

② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２４年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

133 44.8 6,217 4,704 53 1,513
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 44.6 5,479 4,178 65 1,301
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 48.0 6,940 5,203 87 1,737
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 40.1 6,112 4,646 3 1,466
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 40.7 5,454 4,188 0 1,266
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
注1：

注2：

注3：

注4：

事務・技術

「労務職種」については、該当者が１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「平均年齢」以下
の事項については記載していない。

「常勤職員」については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

平成２４年度の年間給与額（平均）

非常勤職員

事務・技術及び教育職種以外の職種の業務内容は次のとおり。
　①船舶(一)：国の海事職(一)に相当する職種であり、練習船に乗り組む士官で乗船学生の教育業務等を行う。
　②船舶(二)：国の海事職(二)に相当する職種であり、練習船に乗り組む部員で甲板部、機関部、司厨部の業務を行う。
　③労務職種：国の行（二）に相当する職種であり、電話交換の業務を行う。

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）に準拠し、以下の改定を行っ
た。

　第３期中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、人員の適正な配置及び合理化を行
い、中期計画の人件費の見積の範囲内で人件費の管理を行っている。

平成２４年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

常勤職員

労務職種

区分 人員 平均年齢

船舶（一）職種

船舶（二）職種

教育職種

　職員の勤務成績に応じ、135/100（特定幹部職員にあっては175/100）を超え
ない範囲内において成績率を決定し、俸給等の月額にこれを乗ずること等に
より勤勉手当を支給する。

①俸給月額の引き下げ

俸　給 （昇給）

　昇給日を１月１日とし、昇給日前１年間における勤務成績に基づき決定され
る昇給区分に応じ、当該区分に定められた号俸数の昇給を行うことができる。
　なお、昇給区分の決定に際しては、職員の総数に対する勤務成績の極めて
良好な職員及び勤務成績が特に良好な職員の区分に決定する職員の割合を
定め、決定を行う。

制度の内容

　昇給や勤勉手当の成績率について、職員の勤務成績等に基づいた決定を行っている。

　独立行政法人通則法第６３条第３項の規定に基づき、一般職の職員の給与に関する法律の適用
を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績及び中期計画における人件
費の見積、その他の事情を考慮し、決定を行っている。

給与種目

・期末手当及び勤勉手当を９．７７％減額

人員

賞与：勤勉手当
（査定分）

事務・技術

うち賞与総額
平均年齢

該当がない区分（在外職員、任期付職員及び再任用職員）及び区分中の職種（研究職種、医療職種（病院医師・病院看護師）及
び教育職種（高等専門学校教員））は省略した。

・地域手当及び広域異動手当を減額（俸給月額及び俸給の特別調整額の支給減額率に連動）

平成２４年５月から、俸給月額を平均０．２３％引き下げ。平成２４年４月分の較差相当分は、平成２４年６月期
の期末手当で調整。

②給与減額支給措置

・職員の俸給月額を職務の級に応じて９．７７％、７．７７％又は４．７７％減額

平成２４年５月から平成２６年３月までの間、次の措置を実施。平成２４年４月分については、平成２４年１２月
期の期末手当で減額調整。

・俸給の特別調整額（いわゆる管理職手当）を１０％減額

うち所定内
区分



② 年間給与の分布状況（事務・技術職員）

〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

注1：

注2：

注3：

注4：

（事務・技術職員）

四分位 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

1 - - - -

5 56.5 7,215 7,228 7,743

4 51.0 － 6,053 －

14 41.6 3,992 4,961 5,873

4 30.3 - 3,086 -

注1：

注2：

③ 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員）

計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

人 人 人 人 人 人 人 人

28 1 3 10 5 4 4 1

(3.6%) (10.7%) (35.7%) (17.9%) (14.3%) (14.3%) (3.6%)
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

39 52 50 55 59

～ ～ ～ ～ ～

29 32 46 46 55
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,837 4,541 4,525 4,798 6,100

～ ～ ～ ～ ～

2,437 2,803 4,023 4,407 5,479
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,674 5,873 5,925 6,367 7,864

～ ～ ～ ～ ～

3,137 3,601 5,383 5,877 7,215
注：

年齢20-23歳の区分については、該当者が１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることか
ら、平均給与額を示す点を表示していない。

標準的な
職位

本部課長

平均

－

該当者が４名以下の年齢階層については、第１・第３分位を示す点を表示していない。

人員

本部部長

分布状況を示すグループ

－

係　長

年間給与額(最
高～最低)

（年俸制等職員以外）

係　員

年齢24-27歳の区分には、当法人に該当者はいない。

本部係員

「１級」及び「7級」については、該当者が１名であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
「年齢（最高～最低）」以下は記載していない。

－

課　長課長補佐

平均年齢

本部課長補佐

本部係長

人員

区分

－

係　員

（割合）

「本部係員」及び「本部課長補佐」グループについては、該当者が４名以下であるため、第１・第３分位を記載していな
い。
「本部部長」グループについては、該当者が1名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがある
ことから、「平均年齢」以下は記載していない。

年齢（最高～最
低）

係　長 部長

所定内給与年
額(最高～最低)

①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

－

－
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平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（人）（千円）



夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

63.8 66.0 64.9
％ ％ ％

36.2 34.0 35.1
％ ％ ％

43.6～31.1 41.7～30.2 38.9～32.6

注：

対国家公務員（行政職（一）） 89.7

対他法人（事務・技術職員） 84.1

注：

　　　給与水準の比較指標について参考となる事項

対国家公務員　８９．７

地域勘案 97.7

学歴勘案 92.4

地域・学歴勘案 98.3

最高～最低

・主務大臣の検証結果
国家公務員より低い水準であり、問題ないと考えている。

○事務・技術職員

給与水準の適切性の
検証

項　目

⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

区分

「管理職員」については、一人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、記載していない。

当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべての独
立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が現に支給
している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

④ 賞与（平成２４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

参　考

一般
職員

【検証結果】
該当無し

【国からの財政支出の状況】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　75.6％
（国からの財政支出額 2,174,166千円、支出予算の総額 2,874,975千円：平成
24年度予算）

一律支給分（期末相当）

最高～最低

国に比べて給与水準が高
くなっている定量的な理由

該当無し

内　　容

指数の状況

【累積欠損額について】
 ０円（平成23年度決算）

講ずる措置

一律支給分（期末相当）

管理
職員

【検証結果】
比較指数は 89.7であり、給与水準は適切である。

該当無し



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成24年度）

前年度
（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 .

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
注：

総人件費について参考となる事項

・

・

・

・

Ⅳ 法人が必要と認める事項

・

・

「非常勤役職員等給与」は、対前年度比13.0%減であった。主な要因は、契約職員数の減によるものである。なお、非
常勤役員の給与減額支給措置による削減額は76千円である。

（開始時98/100、最大引き下げ時87/100）

（開始時98/100、最大引き下げ時87/100）

役員に関する講じた措置の概要：改正前の算定方法に、調整率を設け、段階的に引き下げる。

職員に関する講じた措置の概要：退職手当の基本額に係る「調整率」を、段階的に引き下げる。

△ 165,528 （△ 9.3）（△ 9.3）

本表に記載された額は、単位以下の端数処理の関係から、該当年度の財務諸表における附属明細書
に記載された数値と異なる場合がある。

（△10.7） △ 20,136

最広義人件費

49,029

（　  10.3）

△ 163,181

比較増△減

（△10.7）
福利厚生費

167,373 187,509

（△12.5）1,137,155

区　　分

234,462

△ 6,378 （△13.0）42,651

△ 163,181

△ 6,378 （△13.0）

（△12.5）

「最広義人件費」は、対前年度比9.3%減であった。主な要因は、国家公務員に準拠した上記措置等の実施によるも
のである。

「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づき、役員にあって
は平成２５年１月から、職員にあっては平成２５年２月から次の措置を講ずることとした。

（　  10.3）
退職手当支給額

給与、報酬等支給総額

中期目標期間開始時（平成23
年度）からの増△減

非常勤役職員等給与

「退職手当支給額」は、対前年度比10.3%増であった。主な要因は、死亡退職及び自己都合退職者の増加によるもの
である。なお、「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年８月７日閣議決定）に基づき、
法人において同様に講じた措置に関係する削減額は11,111千円である。

△ 165,5281,605,808 1,771,336

△ 20,136

24,167258,629

1,300,336

24,167

「給与、報酬等支給総額」は、対前年度比12.5%減であった。主な要因は、退職者の不補充等による職員数の減のほ
か、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成２４年法律第２号）に準じた給与減額支給措置を
行ったことによるものである。なお、給与減額支給措置による削減額は91,514千円である。


